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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

解除条件付土地売買による収益の計上時期等 

 

≪内容≫ 

１ 関与先のA社（３月期決算）は、今期に所有期間が10年の店舗用地（帳簿価額１億円）をB社に対

して3億円で譲渡し、譲渡代金の全額を受け取っています。なお、土地の権利書等はB社に引き渡

していますが、所有権移転の登記はまだ行っていません。ただし、B社はこの土地の上にパチンコ

店を建築する予定でして、そのため、パチンコ店の建築・開業につき関係官庁から許可が下りなか

った場合には、この土地の譲渡契約は解除できる旨の特約がついています。 

２ このようなケースにおいて、この土地の譲渡益2億円は、当期の収益として計上しなければならな

いでしょうか。 

３ 仮に、翌期にパチンコ店の建築・開業につき関係官庁の許可が下りず、契約が解除されたとしたら、

当期の法人税の減額を求めて更正の請求が認められるでしょうか。 

 

『答』 

本件ケースにおいては、今期に譲渡契約を締結し、土地の権利書等の交付や譲渡代金の全額が収受され

ているといういわゆる法人税基本通達の引渡基準の要件を充足していますので、今期の土地の引渡日にお

いて譲渡益 2 億円を計上すべきと考えられます。 

なお、譲渡契約が解除されても法人税の減額を求める更正の請求はできず、この損失 2 億円は、翌期

の損金の額に算入すべきものと考えます。 

 

（解説） 

１ 固定資産の譲渡に係る収益の額は、別に定めるものを除き、その引渡しがあった日の属する事業年

度の益金の額に算入することになります。 

ただし、その固定資産が土地、建物その他これらに類する資産である場合には、法人が固定資産の

譲渡に関する契約の効力発生の日において収益計上を行っているときは、この効力発生の日は、その

引渡しの日に近接する日に該当するものとして、法人税法第22条の2第2項《収益の額》の規定を適

用するとされています（法基通2－1－14 ）。 
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なお、この場合の「引渡しの日」については、土地の引渡しがいつであるか明らかでないときは、

次に掲げる日のうちいずれか早い日にその引渡しがあったものとする（いわゆる引渡基準）ことがで

きます（法基通2－1－2  ）。 

① 代金の相当部分（おおむね50％以上）を収受するに至った日 

② 所有権移転登記の申請（その登記の申請に必要な書類の相手方への交付を含む）をした日。 

２ このようなことから、本件ケースの譲渡契約は、引渡基準の要件である①50％以上の代金収受②

所有権移転登記の申請に必要な土地の権利書等も交付済みであることから、今期に引き渡しが行われ

たと捉えられ、法人税法上は今期の収益に計上すべきと考えられます。 

３ そうしますと、ご質問のように土地の譲渡益を今期の収益として計上し、法人税の申告をした場合、

仮に、翌期においてパチンコ店の建築・開業の許可が下りず、譲渡契約が解除されたときは、今期の

法人税の申告につき減額を求める更正の請求ができるかどうかが問題となりますが、法人税の課税所

得の計算にあたっては、前期以前に益金の額に算入された資産の販売や資産の譲渡、役務の提供など

の取引につき、その後契約の解除や取消し、値引き、返品などの事実が生じても、これらの事実にも

とづく損失の額はその事実が生じたときに損金の額に算入します（法基通2－2－16）。 

  そのため、法人税法上の取扱いでは、過年度に収益計上した取引の契約解除による損失は、その解

除があったときに損金算入すべきことになりますから、更正の請求はできないということになります。 
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